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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

 

回次
第78期

第２四半期
連結累計期間

第79期
第２四半期
連結累計期間

第78期

会計期間
自平成25年４月１日
至平成25年９月30日

自平成26年４月１日
至平成26年９月30日

自平成25年４月１日
至平成26年３月31日

売上高 (百万円) 82,772 88,956 178,137

経常利益 (百万円) 7,158 9,191 16,072

四半期(当期)純利益 (百万円) 4,104 5,885 9,352

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 7,902 7,475 15,278

純資産額 (百万円) 214,512 222,654 219,153

総資産額 (百万円) 265,966 278,968 274,925

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 34.44 49.39 78.48

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 80.2 79.4 79.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 14,432 12,524 29,666

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △17,575 △21,492 △16,676

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,820 △3,368 △5,957

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 27,784 28,545 41,028
 

 

回次
第78期

第２四半期
連結会計期間

第79期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自平成25年７月１日
至平成25年９月30日

自平成26年７月１日
至平成26年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 19.31 31.47
 

(注) １．売上高には消費税等（消費税及び地方消費税をいう。以下同じ）は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要な変更

はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、又は前事業年度の有価証券報告書に記載した

「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における流動資産は、168,473百万円となり、前連結会計年度末に比べ5,973百万円

増加しました。これは主に現金及び預金が2,593百万円、有価証券が3,000百万円、仕掛品が1,848百万円それぞれ増

加した一方で、売掛金が1,494百万円減少したことによるものであります。現金及び預金の増加と売掛金の減少は回

収が順調であったことによるものです。有価証券の増加は、主に有価証券扱いとなる譲渡性預金での運用増加によ

るもので、仕掛品の増加は、主に水処理装置事業の工事進捗によるものです。

　固定資産は、110,494百万円となり、前連結会計年度末に比べ1,931百万円減少しました。これは主に有形固定資

産が4,074百万円減少したものの、投資その他の資産が2,184百万円増加したことによるものであります。有形固定

資産の減少は、超純水供給事業用設備等の減価償却費の計上額が設備投資額を上回ったことによるもので、投資そ

の他の資産の増加は、保有する株式の時価上昇により投資有価証券の含み益が増加したことによるものでありま

す。

　流動負債は、36,669百万円となり、前連結会計年度末に比べ230百万円の微減となりました。

　固定負債は、19,643百万円となり、前連結会計年度末に比べ771百万円の増加となりました。これは主に退職給付

に係る負債が退職給付会計基準の変更に伴い980百万円増加したことによるものであります。

　純資産合計は、222,654百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,501百万円増加しました。株主資本の増加は主

に資本剰余金が446百万円減少したものの、利益剰余金が2,741百万円増加したことによるものであります。資本剰

余金の減少は、連結子会社株式の追加取得に伴うものであります。利益剰余金の増加は、退職給付会計基準の変更

に伴い、期首利益剰余金が501百万円減少したものの、前連結会計年度の期末配当金2,621百万円を上回る当第２四

半期純利益5,885百万円の計上によるものであります。その他の包括利益累計額1,629百万円の増加は、主に投資有

価証券の含み益増加に伴いその他有価証券評価差額金が増加したことによるものであります。         　 

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末における資産合計並びに負債純資産合計は278,968百万円となり、前連

結会計年度末に比べ4,043万円増加しました。
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(2) 経営成績の分析

当期におきまして、海外では、米国の景気は概ね堅調に推移しましたが、欧州においては景気の回復に遅れが見

られました。また、アジア地域の景気は鈍化傾向が見られたものの継続的に拡大しました。日本においては、消費

税率引き上げに伴う駆け込み需要の反動の影響等により製造業の生産など一部に弱さが見られましたが、設備投資

については企業収益の改善を背景に増加傾向となるなど、緩やかな景気回復基調が続きました。

　このような事業環境のもとで、当社グループは、水処理薬品、水処理装置、メンテナンス・サービスの各事業を

併せ持つ総合力を発揮し、収益力の回復と海外事業の拡大に努めました。

　以上の結果、当社グループ全体の受注高は96,967百万円（前年同期比8.1%増）、売上高は88,956百万円（前年同

期比7.5%増）となりました。利益につきましては、営業利益8,636百万円（前年同期比28.9%増）、経常利益9,191百

万円（前年同期比28.4%増）、四半期純利益は5,885百万円（前年同期比43.4%増）となりました。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

(水処理薬品事業)

　国内では、顧客工場の操業度低下などの影響により主力のボイラ薬品、冷却水薬品、排水処理薬品が、受注高・

売上高ともに前年同期に比べ減少しましたが、紙・パルプ向けプロセス薬品が増加しました。海外では、東南アジ

ア、中国を中心に新規顧客開拓が進んだことにより、主にボイラ薬品、排水処理薬品、石油精製・石油化学向けプ

ロセス薬品の受注高・売上高が増加し、水処理薬品事業全体としては増収となりました。一方、利益につきまして

は、国内における主力商品の減収等による原価率の悪化や海外事業の体制強化のための販売費・一般管理費の増加

により、減益となりました。

　この結果、当社グループの水処理薬品事業全体の受注高は29,732百万円（前年同期比1.4%増）、売上高は29,349

百万円（前年同期比1.9%増）、営業利益は4,100百万円（前年同期比7.5%減）となりました。

(水処理装置事業)

　国内では、電子産業分野においては工場の新設・増設案件が一部に限られ、水処理装置の受注高は前年同期に比

べ減少しました。一方、堅調な電子部品需要や顧客の収益改善を背景にメンテナンス・サービスは受注高・売上高

ともに増加し、超純水供給事業は概ね横ばいとなりました。また、一般産業分野では、電力向けの水処理装置が受

注高・売上高ともに増加しました。海外では、中国や韓国、台湾における大型案件を中心に受注高・売上高が増加

し、水処理装置事業全体としては、増収となりました。利益につきましては、増収効果や原価率の改善により、大

幅に増加しました。

　この結果、当社グループの水処理装置事業全体の受注高は67,235百万円（前年同期比11.3%増）、売上高は59,606

百万円（前年同期比10.5%増）、営業利益は4,539百万円（前年同期比99.4%増）となりました。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は28,545百万円と

なり、前連結会計年度末に比べ12,483百万円減少しました。当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フ

ローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

　営業活動の結果得られた資金は、12,524百万円（前年同期比1,908百万円減）となりました。これは主に税金等調

整前四半期純利益9,191百万円、減価償却費7,375百万円、売上債権の減少1,575百万円などで資金が増加したことに

対し、法人税等の支払額2,550百万円、たな卸資産の増加額2,003百万円、その他の減少額1,101百万円などで資金が

減少したことによるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

　投資活動の結果使用した資金は、21,492百万円（前年同期比3,917百万円増）となりました。これは主に、定期預

金の預入・払戻による差引支出16,068百万円、有価証券の取得・償還等による差引支出が2,000百万円、超純水供給

事業用設備等の有形固定資産の取得による支出3,216百万円などの資金支出があったことによるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

　財務活動の結果使用した資金は、3,368百万円（前年同期比548百万円増）となりました。これは主に配当金の支

払額2,686百万円と連結範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出815百万円によるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間における研究開発費の総額は、2,141百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 　　　　　　　　　　　　　531,000,000

計 　　　　　　　　　　　　　531,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成26年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 119,164,594 同左
　東京証券取引所
　市場第一部

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式で
あり、単元株式数は100株で
あります。

計 119,164,594 同左 － －
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成26年７月１日～
　　 平成26年９月30
日　

－ 119,164 － 13,450 － 11,426
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(6) 【大株主の状況】

平成26年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６－６ 6,160 5.16

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８－11 5,701 4.78

GOLDMAN, SACHS & CO. REG
(常任代理人 ゴールドマン・サック
ス証券株式会社)

200 WEST STREET NEW YORK, NY, USA
(東京都港区六本木六丁目10－１)

4,569 3.83

NOTHERN TRUST CO. (AVFC)        
RE SILCHESTER INTERNATIONAL
INVESTORS INTERNATIONAL VALUE
EQUITY TRUST
(常任代理人 香港上海銀行東京支店
カストディ業務部)

50 BANK STREET CANARY WH ARF LONDON E14
5NT, UK
(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

2,731 2.29

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区浜松町二丁目11－３ 2,625 2.20

NOTHERN TRUST CO. (AVFC)        
RE U.S. TAX EXEMPTED
PENSION FUNDS
(常任代理人 香港上海銀行東京支店
カストディ業務部)

50 BANK STREET CANARY WH ARF LONDON E14
5NT, UK
(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

2,550 2.14

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２－１ 2,328 1.95

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７－１ 2,056 1.72

RBC IST 15 PCT LENDING ACCOUNT 
(常任代理人 シティバンク銀行株式
会社）

7TH FLOOR, 155 WELLINGTON STREET WEST
TRONT, ONTARIO, CANADA, M5V 3L3
(東京都新宿区新宿六丁目27-30)

2,053 1.72

NOTHERN TRUST CO. (AVFC)        
RE 15PCT TREATY ACCOUNT
(常任代理人 香港上海銀行東京支店
カストディ業務部)

50 BANK STREET CANARY WH ARF LONDON E14
5NT, UK
(東京都中央区日本橋三丁目11－１)

1,842 1.54

　　　　　　　　計 ─ 32,618 27.37
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

 　 平成26年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
　(自己保有株式)
 普通株式

1,900
－

権利内容に何ら限定
のない当社における
標準となる株式

完全議決権株式(その他)
　普通株式

119,061,700
1,190,617 同上

単元未満株式
　普通株式

100,994
－ 同上

発行済株式総数 119,164,594 － －

総株主の議決権 － 1,190,617 －
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式200株（議決権の数２個）を含めて

記載しております。　

 

② 【自己株式等】

    平成26年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
栗田工業株式会社

東京都中野区中野
四丁目10番１号

1,900 － 1,900 0.00

計 － 1,900 － 1,900 0.00
 

　

 

２ 【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26

年４月１日から平成26年９月30日まで)は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する

内閣府令」(平成26年３月28日内閣府令第22号)附則第７条第２項により、第20条及び第22条第３号については、改正

後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。比較情報については、改正前の四半期連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、太陽ＡＳＧ有限責任監査法人は平成26年10月１日付をもって名称を太陽有限責任監査法人に変更しておりま

す。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 47,336 49,929

  受取手形 7,287 6,863

  売掛金 50,503 49,009

  有価証券 47,999 50,999

  製品 1,788 1,786

  仕掛品 2,568 4,416

  原材料及び貯蔵品 1,455 1,547

  その他 3,745 4,058

  貸倒引当金 △184 △137

  流動資産合計 162,500 168,473

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 20,795 19,193

   機械及び装置（純額） 32,765 30,389

   その他（純額） 24,294 24,198

   有形固定資産合計 77,855 73,781

  無形固定資産 1,578 1,538

  投資その他の資産   

   その他 33,401 35,568

   貸倒引当金 △409 △393

   投資その他の資産合計 32,991 35,175

  固定資産合計 112,425 110,494

 資産合計 274,925 278,968

負債の部   

 流動負債   

  支払手形 1,860 1,698

  買掛金 17,027 16,971

  未払法人税等 2,535 3,308

  賞与引当金 2,246 2,629

  その他の引当金 2,309 1,979

  その他 10,920 10,083

  流動負債合計 36,899 36,669

 固定負債   

  退職給付に係る負債 11,363 12,343

  引当金 98 71

  その他 7,411 7,229

  固定負債合計 18,872 19,643

 負債合計 55,772 56,313
 

 

EDINET提出書類

栗田工業株式会社(E01573)

四半期報告書

10/21



 

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年３月31日)
当第２四半期連結会計期間

(平成26年９月30日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 13,450 13,450

  資本剰余金 11,426 10,980

  利益剰余金 185,159 187,900

  自己株式 △2 △4

  株主資本合計 210,034 212,327

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 7,862 9,839

  土地再評価差額金 △564 △564

  為替換算調整勘定 384 25

  退職給付に係る調整累計額 △25 △12

  その他の包括利益累計額合計 7,657 9,286

 少数株主持分 1,461 1,040

 純資産合計 219,153 222,654

負債純資産合計 274,925 278,968
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

売上高 82,772 88,956

売上原価 56,025 60,511

売上総利益 26,747 28,444

販売費及び一般管理費   

 役員報酬及び給料手当 7,101 7,223

 賞与引当金繰入額 1,544 1,457

 研究開発費 2,204 2,141

 その他 9,193 8,985

 販売費及び一般管理費合計 20,044 19,808

営業利益 6,702 8,636

営業外収益   

 受取利息 84 79

 受取配当金 169 194

 持分法による投資利益 107 139

 その他 164 260

 営業外収益合計 526 674

営業外費用   

 支払利息 31 33

 固定資産除却損 9 29

 その他 30 55

 営業外費用合計 70 119

経常利益 7,158 9,191

特別損失   

 寄付金 ※  500 -

 特別損失合計 500 -

税金等調整前四半期純利益 6,658 9,191

法人税等 2,536 3,312

少数株主損益調整前四半期純利益 4,121 5,879

少数株主利益又は少数株主損失（△） 16 △5

四半期純利益 4,104 5,885
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 4,121 5,879

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 2,593 1,974

 為替換算調整勘定 1,132 △397

 退職給付に係る調整額 - 12

 持分法適用会社に対する持分相当額 54 5

 その他の包括利益合計 3,781 1,595

四半期包括利益 7,902 7,475

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 7,818 7,515

 少数株主に係る四半期包括利益 84 △40
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 6,658 9,191

 減価償却費 7,364 7,375

 引当金の増減額（△は減少） 1,215 △21

 売上債権の増減額（△は増加） 7,699 1,575

 たな卸資産の増減額（△は増加） △2,395 △2,003

 仕入債務の増減額（△は減少） △2,474 △171

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） - 230

 法人税等の支払額 △2,735 △2,550

 その他 △898 △1,101

 営業活動によるキャッシュ・フロー 14,432 12,524

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 定期預金の預入による支出 △10,606 △26,587

 定期預金の払戻による収入 6,348 10,519

 有価証券の取得による支出 △52,000 △44,000

 有価証券の売却及び償還による収入 42,000 42,000

 有形固定資産の取得による支出 △3,152 △3,216

 有形固定資産の売却による収入 5 23

 投資有価証券の取得による支出 △6 △5

 その他の支出 △333 △345

 その他の収入 169 118

 投資活動によるキャッシュ・フロー △17,575 △21,492

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） △2 330

 長期借入れによる収入 - 48

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △301 △295

 自己株式の取得による支出 △0 △1

 少数株主からの払込みによる収入 - 51

 配当金の支払額 △2,500 △2,623

 少数株主への配当金の支払額 △13 △63

 
連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得
による支出

- △815

 財務活動によるキャッシュ・フロー △2,820 △3,368

現金及び現金同等物に係る換算差額 435 △147

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △5,528 △12,483

現金及び現金同等物の期首残高 33,313 41,028

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  27,784 ※  28,545
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

当第２四半期連結累計期間
(自平成26年４月１日 至平成26年９月30日)

(退職給付会計基準)

　「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」とい

う。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下

「退職給付適用指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられ

た定めについて第１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、割引率の

決定方法を割引率決定の基礎となる債券の期間について従業員の平均残存勤務期間に近似した年数を基礎に決定

する方法から退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更いたしました。

　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従っており、当第

２四半期連結累計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金

に加減しております。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の期首の退職給付に係る負債が779百万円増加し、利益剰余金が501百万

円減少しております。なお、これに伴う当第２四半期連結累計期間の損益への影響は軽微であります。

 
(企業結合に関する会計基準等)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」

という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等

会計基準」という。）等が平成26年４月１日以後開始する連結会計年度の期首から適用できることになったこと

に伴い、第１四半期連結会計期間よりこれらの会計基準等（ただし、連結会計基準第39項に掲げられた定めを除

く。）を適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上

するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上する方法に変更いたしました。また、第

１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配

分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法に変更いたしま

した。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（４）、連結会計基準第44－５項（４）

及び事業分離等会計基準第57－４項（４）に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期

首時点から将来にわたって適用しております。

　これによる当第２四半期連結累計期間の損益及び当第２四半期連結会計期間末の資本剰余金への影響は軽微で

あります。
 

 
(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自平成26年４月１日　至平成26年９月30日)

税金費用の計算 当連結会計年度の税金等調整前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税金等調整前四半期純利益に当該見

積実効税率を乗じて計算しております。
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

※　寄付金

前第２四半期連結累計期間(自平成25年４月１日　至平成25年９月30日)

当社は、公益財団法人クリタ水・環境科学振興財団の基本財産として500百万円を追加拠出し、これを特別損失

の寄付金に計上しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
(自平成25年４月１日
至平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自平成26年４月１日
至平成26年９月30日)

現金及び預金勘定 41,805百万円 49,929百万円

預入期間が３か月を超える定期預金等 △14,020百万円 △27,384百万円

有価証券勘定のうち譲渡性預金

（預入期間が３か月を超えるものは除く）
― 5,000百万円

有価証券勘定のうちコマーシャルペーパー ― 999百万円

現金及び現金同等物 27,784百万円 28,545百万円
 

 

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自平成25年４月１日 至平成25年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月27日
定時株主総会

普通株式 2,502 21 平成25年３月31日 平成25年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年10月31日
取締役会

普通株式 2,621 22 平成25年９月30日 平成25年12月２日 利益剰余金
 

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、平成25年７月30日開催の取締役会において、会社法第178条の規定に基づき、自己株式を消却することを

決議し、以下のとおり実施いたしました。この結果、株主資本合計には影響ありませんが、自己株式が21,859百万

円減少（株主資本の増加）し、利益剰余金が同額減少しております。

（１）消却した株式の種類　　　当社普通株式

（２）消却した株式の数　　　　13,635,662株

（３）消却額　　　　　　　　　21,859百万円

（４）消却日　　　　　　　　　平成25年８月６日

（５）消却後の発行済株式総数　119,164,594株

 

当第２四半期連結累計期間(自平成26年４月１日 至平成26年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月27日
定時株主総会

普通株式 2,621 22 平成26年３月31日 平成26年６月30日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生日が

当第２四半期連結会計期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年10月30日
取締役会

普通株式 2,740 23 平成26年９月30日 平成26年12月１日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自平成25年４月１日 至平成25年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
　調整額

　(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額

(注)２

水処理薬品
事業

水処理装置
事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 28,806 53,965 82,772 － 82,772

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

122 114 237 △237 －

計 28,929 54,080 83,009 △237 82,772

セグメント利益 4,433 2,276 6,710 △7 6,702
 

　(注) １．調整額のうち売上高は、セグメント間取引消去額であり、セグメント利益は、セグメント間取引消去に伴

うものであります。

２．セグメント利益欄は、営業利益の数値であります。

 

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自平成26年４月１日 至平成26年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
　調整額

　(注)１

四半期連結
損益計算書
計上額

(注)２

水処理薬品
事業

水処理装置
事業

計

売上高      

  外部顧客への売上高 29,349 59,606 88,956 － 88,956

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

134 105 239 △239 －

計 29,483 59,712 89,195 △239 88,956

セグメント利益 4,100 4,539 8,640 △3 8,636
 

　(注) １．調整額のうち売上高は、セグメント間取引消去額であり、セグメント利益は、セグメント間取引消去に伴

うものであります。

２．セグメント利益欄は、営業利益の数値であります。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自平成25年４月１日
至平成25年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自平成26年４月１日
至平成26年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 34.44円 49.39円

（算定上の基礎）   

四半期純利益（百万円） 4,104 5,885

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益（百万円） 4,104 5,885

普通株式の期中平均株式数（千株） 119,164 119,163
 

　(注)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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(重要な後発事象)

（重要な事業の譲受）

　当社は、BK Giulini GmbH及びその関係会社（以下「BKG社」という）より、BKG社の水処理薬品事業、紙プロ

セス薬品事業及びアルミナ化合物事業（以下「対象事業」という）を当社の子会社を通じて譲り受ける（以下

「本買収」という）ための契約をBKG社及びその親会社Israel Chemicals Limitedと平成26年10月27日に締結し

ました。

 
１．当該連結子会社の名称、住所及び代表者の氏名

（1）名称　　　　 ： Kurita Europe APW GmbH

　　　　　　　　　　 （現在上記社名に変更登記申請中であり、現社名はBlitz F14-246 GmbHであります。）

（2）住所　　　　 ： Industriering 43, 41751 Viersen, Germany

（3）代表者の氏名 ： 飯岡　光一

 
２．当該事業の譲受け先の名称、住所、代表者の氏名、資本金の額及び事業の内容

（1）名称　　　　 ： BK Giulini GmbH

（2）住所　　　　 ： Giulinistraße 2, 67065 Ludwigshafen/Rhein, Germany

（3）代表者の氏名 ： Eli Glazer

（4）資本金の額　 ： 16百万ユーロ（平成25年12月31日時点）

（5）事業の内容　 ： 水処理薬品、紙プロセス薬品、アルミナ化合物、

　　　　　　　　　　 医薬品中間体・コスメティック関連中間体及び石膏関連製品の製造・販売及び研究開発

 
３．当該事業の譲受けの目的

　本買収は、当社が高いプレゼンスを有する日本及びアジア地域での事業基盤に、対象事業が有する欧州地域で

の幅広い顧客基盤が加わることで、当社の海外事業の拡大を大きく前進させるものです。また、当社と対象事業

は、技術及び商品ラインナップ上の補完性も高く、その融合により、新たな製品・サービスの開発が可能になる

と見込んでいます。

 
４．当該事業の譲受けの契約内容

（1）譲受け日

　本買収は独占禁止法の審査等、所管当局の正式な承認を経て、平成26年末までの買収完了を目指します。

（2）譲り受ける事業の内容

　　BKG社の有する水処理薬品、紙プロセス薬品及びアルミナ化合物の製造・販売及び研究開発に関する事業

（3）譲受け対象資産

　　対象事業に属する事業用資産

（4）対象事業の資産・負債の額

　　現時点では確定しておりません。

（5）譲受け対価

　250百万ユーロにクロージング時点の運転資本の過不足及び純有利子負債を調整した金額を予定しておりま

す。

 
２ 【その他】

中間配当決議に関する件

平成26年10月30日開催の取締役会において、当社定款第38条の規定に基づき、平成26年９月30日最終の株主名簿

に記録されている株主又は登録株式質権者に対し、第79期（自平成26年４月１日　至平成27年３月31日）の中間配

当を次のとおり行う旨を決議しました。

　１．配当金の総額                     　　       　2,740百万円

　２．１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　 　　　　　23円00銭

　３．支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　 　 平成26年12月１日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成26年11月６日

栗田工業株式会社

取締役会  御中

 

太陽有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   桐　　川　　　聡       印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   新　　井   達　 哉    印

 

 

   
 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている栗田工業株式会

社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成26年７月１日から平成

26年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成26年４月１日から平成26年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、栗田工業株式会社及び連結子会社の平成26年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成26年10月27日にBK Giulini GmbH及びその関係会社(以下「BKG

社」という)より、BKG社の水処理薬品事業、紙プロセス薬品事業及びアルミナ化合物事業を譲り受けるための契約をBKG

社及びその親会社Israel Chemicals Limitedと締結している。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
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利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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